







































直接 材料 費 10，000 
加 工 賀 9，000 
ム口、 五十 20，000 
期末仕掛品原価 2，000 
完成品原価 18，000 





一般相批lこ 「 …同 」形態の叶
と呼んでいる。

































































































































に単純個別原価計算 (Betriebs. Z uschlagskalkula tion)以外は，すべて付加計算法
ii:2) f主総H苧，J{I コジオール 'h~1m ，;j' t?: J 下ir;%}，[I{干[)3R年. 101氏。
































単一製品 (einheitlicheErzeugnisse) と区分性も反復性もある， しかも個別化
できる製品(例えば，缶詰食品・自動}i[・自転車・その他)，つまり同位製品 (Gattung-










































































(Periodenleistung) と期間原価 (Periodenkosten) とが，一定の同一期1mに帰属
していることが必要で‘ある。だが，この一定期IllJは，必ずしも 1カ月という
「期間区画」である必要はなしそれが恒常的に一定の期間区画であれば、足








に，特定の伽i別化された「対象区画J (191J えは\建設工業において fill ，泣きれる 1;~Wi
とビルデインク)である必要はなく，期間原価(完成品，，~(1出)に対して， そのj却期U切j 

















i主3) V gl. z. B. Kosio!， E.， Rechnungswesen. Kostenrechnung und Betriebsbuchha!tung， S. 669. in: 






いま，厚さ 2mm， 1. 5mm， 1 mm， O. 5mmの 4税類の薄鉄板を製造している製
鉄所があるとする。この 4種類の等級製品の生産量は 2mmが200t， 1. 5mm 
が150t， 1 mmが250t， 0.5mmが300tで，その総製造費用は 153，000万円で
あふたとする。また，厚さ 1mmの薄鉄板を基準にして決定した等価係数は 2
mmが0.8，1.5mmが0.9， 1 mmが 1，O. 5mmが1.3であったとする C この資料に
基づく等級別原価計算は，次のようになる。
厚 さ 生産量
2.0mm 200 t 
1.5mm 150 t 
1.0mm 250 t 





0.8 160 t 
0.9 135 t 
1.0 250 t 
1.3 390 t 



































1 mmの鉄版)に対して，他の等級製品(事例でいえば， 2 mm・1.5mm・0.5mmの各鉄版)
70 経 営 と 続 出
の町、価がどのような割合(比半)で発生するかと L寸関係比率 (Verhaltniszahlen)
である等価係数の助けをかりて，総製造費用(153.000万円)を， (1)の各等
級製品に， (2)の計算式のようにして按分す'る。だが， この(2 )の数値





















































する能力をもっていない。だが，上掲の~Jç例はたった 3 つではあったが， 事
i: 4 )周知lのごとく.総ú. ，日(jl!fi計 n 形態の，~(ili ，1ーりでは川;I"JのことをTt'，'とUl.i:，

































































































i: 6 )この，lt-mtて"の Ip.{出J;({聞は. 1 IJ;( 11自社m~lIllIにおける [1(1肘付l'l'l' [I(扱労務H' Ii \J 按'{'(を ~S ，tI'1~jli!L.
これを;t;.~tHl!Lrr :Iで除して計一定する。
(mmWHトl'I"if引IHi+''ilりl裂)ii:H!IJ-mJ末仕掛品IJ;({1I日完成品数日=単位!引[Hi
i: 7 )この，n'Î~ 法では. 11以{ufiJt.m日!問に党生した全原価'!.!::Jiを. mJ間的均所区u1rj(工4河[J)に日、，iI'するため
に' 了工J'川V川，1向日別リ1代'l(げ[I(リc1在'{'() と工干FれII~J 
(製j浩立叩lド門"可'J.t[仙[1市!日iD肋J川古叩郎|口;1ド門"可『リ]υ)にlげ山f汽(課しし. 工F科I~.J共'<)泊凶 1伐Yは分;1古川1，1叩，|リ]，;汁「円tri沙法l去;によつて j迎直;九IりI な内配己1収A式~)炉¥'干判i仁勺:(にこ)氷4正七づいてil-in)j"J
に配I!ょする。
製品の!jÎ.úi:IJ;(liHiは.詩~!Jllitの場合には.各工f'iの完了品 1J;(fIHiを 111([ 次工f't'に m りf}え.後はうれ'il]， n'm)~
によっては定する c また.JI'以!m法を伐る均{}には. {十工fl' のう己了品!引l国を次工作にm り n~ えないで.





























































徴を. fYIJえば. I({妥H:fH¥'についていえば製j立指l'xJ，'r-りIjに，it-I'?:するのではなく. 1 f4U薗，lnrWI問の
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A石油会社からの注文による 10万トン・タンカー 1隻とか B船会社か
らの注文による客船 1隻とかいった具合の個別的給付を受注し製造する
ことを中心としたいわゆる個別生産タイプの経営である。


































































































領域が省略されて計算される。そこでγ 製造直接官 (ir什針作l'{1( • ir(持労
務'{1(• i(接結'{l)はこれを各製品(各製j立指図;';:)にI丘課し，製造間接'{'((Il¥J 
抜材料'{1(• lJ接労務代・ 1l¥J:t!rt'{1()は部門官計算の手続を経ないてコ これを
適当な配1式基準(例えば， [r(抜作業主叩;. ír(技労務代)，I~ìV; ・その他)に基づいて
82 三 ，いら 五rヰ王子1 こ '11: 1fT 
各製品に配1式する C また必要に応じて校合'it(例えば，十~古代・修{:/，，{~・そ










IYJ{ i面古[i[1【jー→ 製 j立J'i[i f1'J til lJ ;m [IiJ 
ノ5~ 1 
日 I I A B C 
サレ
自[i P'J '{( ，lt 2，000 700 500 :100 240 140 120 
A 古[i[I'J '代 100 80 60 什
B i[i [IiJ '{( 50 60 30 ド
C 部[IiJ'{( 60 40 20 ド
製 造 間 接 的 ;ij- 2，000 910 680 410 
直接作業時t:¥J数 7‘000 4，000 2，000 
1時間当たり







I製造部門伐のIjl製品への配U1I¥制 O. 1:1 X 1 ，000 = BO Pl 
I 
I 
" 0.17 X 1 ，000 = 170円
























































¥¥ ¥ ¥ ~ ー ー 総合原価 等価係数 配分子主iV~1直 j(f:t刻寸料'lf('dTI 
A製品Tn接材料'ift 0.8 0.200 30，600 
B 製品直接材・*~;f1t 0.9 0.225 34，425 
C製品直接材料'if( 1.0 0.250 38，250 
D製品直接材料貸 1.3 0.325 49.725 
計 ~ 4.0 ~ 153，000 











同じ 1単位の製品であるといつことである C したがって，受注会社は，特殊
カタログ500部を 1単位として， 500部の単位原価を算定し，特殊カタログ 1
部についての単位原価については計算しない C 特殊カタログ 1部の単位原価
は，発注会社の問題である O
W 要 約
以上，生産形態と原価計算形態との関係を中心に，それに約fわる諸問題に
ついても明らかにしてきた c これまでに採り上げてきた問題は，原価計算方
法の適用と選択の問題を研究する上で極めて重要な課題ばかりである C そこ
で，これまでの考察を通じて明らかとなった問題を整理する意味で要約すれ
ば，次のようになる。
1) 製品の単位別原価の計算思考には，現代の原価計算形態のもとでは，
分割計算法と付加計算法といっ 2つの計算思考しかないこと。
2) 原価計算方法が，総合原価計算形態に属するか，あるいは個別原価計
算形態に属するかの判別は，原価要素が製造指図書別に分類・集計され
るかどうかといった中間の計算過程の特徴は問題ではなく，要は原価の
負担者別計算の最終目的である製品の単位別原価の算定が，分割計算法
の計算思考によって算定されるか，それとも付加計算法の計算思考によ
って算定されるかどうかということによって決まるということ。したが
って，例えば，組別総合原価計算で，原価要素がその中聞の計算過程に
おいて各製造指図書番号を指標として分類・集計されたとしても，総合
生産形態と原価計算形態との関係 85 
原価計算形態の原価計算としての特徴をそこなうことはないということ。
3) 単一工程単純総合原価計算と単純個別原価計算以外の原価計算形態は，
すべて付加計算法と分割計算法と等価係数計算法という 3つの計算思考
の組合せによって構成された混合形態であるということ。
4) 等価係数計算法は，単独では製品の単位別原価を算定する能力はもっ
ておらず，総合原価計算と個別原価計算との中間にあって，補助的・改
良的役割ないし機能しか果たしていないということ。
周知のように，計算手続き的に個別原価計算と非常によく似ている組別原
価計算 (Sortenkalkulation)が，特にドイツでは，総合原価計算形態の原価計
算の範時に含めるか，それとも個別原価計算形態の原価計算の範時に含める
注12)
かが問題となってきた。また，わが国では r原価計算基準」によって代表
されるように，組別原価計算を総合原価計算形態の原価計算の範自主に含める
ことが一般化している。だが，この組別原価計算の計算手続の考え方の説明
には，そこになにか疑問と暖味きがつきまとつのである。そこで，本稿にお
いて，解明したかった問題の一つは，こうした計算手続の考え方の不明確さ
と暖昧さを残している組別原価計算の説明を，上述の要約の 2のように，す
っきりとした形で千?ない得るためには，総合原価計算 (Divisionskalkulation)
と個別原価計算 (Zuschlagskalkulation)の本質的な性格をどのように理解すべ
きかということを明らかにすることにあった。
注12)佐藤好不許「実際原価計算J. 同文館. 136fl。
